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中央労働災害防止協会会長 殿

基発第 0511003号
平成 18年 5月 11日

厚 生 労働 省 労働 基 準 局 長

平成18年度全国安全週間の実施について

平成 18年度全国安全週間実施要綱が別添のとおり決定いたしましたので

本要綱に基づき同週間を実施いただきますようよろしくお願い申し上げます｡
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各種労働災害防止協会会長 殿

基発第0511004号

平成 18年5月11日

厚 生 労 働 省 労 働 基 準 局 長

平成 18年度全国安全週間の実施について

平成 18年度全国安全週間を別添の ｢平成 18年度全国安全週間実施要綱｣

により実施することとしましたので､御協賛下さいますようお願い 申し上げま
す｡



別紙

建設業労働災害防止協会 会長

陸上貨物運送事業労働災害防止協会 会長

港湾貨物運送事業労働災害防止協会 会長

林業 ･木材製造業労働災害防止協会 会長

鉱業労働災害防止協会 会長



平成 18年度全国安全週間実施要綱

1 趣 旨

全国安全週間は､昭和3年に初めて実施されて以来､｢人命尊重｣という崇高な基本

理念の下､｢産業界における自主的な労働災害防止活動を推進するとともに､広く一般

の安全意識の高揚と安全活動の定着を図ること｣ を目的に､一度も中断することなく

続けられ､本年で79回目を迎える｡

さて､わが国の労働災害による被災者数は､長期的には減少傾向にあり､死亡者数

は､平成 17年には､更に減少し過去最少を記録している｡

しかし､労災保険新規受給者数が年間約 55万人にも上るとともに､一度に多数の

労働者が被災する重大災害は依然として高い水準にあるなど､予断を許さない状況に

ある｡

これに対し､労働災害対策の一層の推進を図るため､本年 4月から､リスクアセス

メントの実施等の努力義務化､労働安全衛生マネジメントシステムを実施し安全衛生

水準が高いと認められる事業場に対する計画届の免除制度の創設､製造業の元方事業

者による作業間の連絡調整の実施等を内容とした改正労働安全衛生法が施行されたと

ころである｡

このような中､各事業場において､労働災害の一層の減少を図るためには､労使が

一丸となって､改正法に盛 り込まれたリスクアセスメントを実施し､その結果に基づ

きリスクを低減させることが必要であり､また､｢労働者の安全と健康を最優先する企

業文化｣である ｢安全文化｣を確立することが重要である｡

このような観点から､平成 18年度の全国安全週間は､

｢全員参加でリスクの低減 確立しよう ｢安全文化｣｣

をスローガンとして展開することとする｡

この全国安全週間を契機として､それぞれの職場において､労働災害防止の重要性

について認識をさらに深め､安全活動の着実な実行を図ることとする｡

2 スローガン

｢全員参加でリスクの低減 確立しよう ｢安全文化｣｣

3 期 間

7月1日から7月7日までとする｡

なお､本週間の実効を上げるため､6月1日から6月30日までを準備期間とする｡

4 主唱者

厚生労働省､中央労働災害防止協会

5 協賛者

建設業労働災害防止協会､陸上貨物運送事業労働災害防止協会､港湾貨物運送事業



労働災害防止協会､林業 ･木材製造業労働災害防止協会､鉱業労働災害防止協会

6 協力者

関係行政機関､地方公共団体､安全関係団体､全国安全会議､地方安全会議､労働

組合､経営者団体

7 実施者

各事業場

8 主唱者､協賛者の実施事項

(1)安全広報資料等の作成､配布を行うO

(2)新聞等を通じて広報を行う｡

(3)全国安全週間地方大会､安全講習会等を開催する｡

(4)安全に関する作文､写真､ポスター､標語等の募集を行う｡

(5)｢国民安全の月｣(7月 1日)の行事に協力する｡
(6)事業場の実施事項について指導援助する｡

(7)その他 ｢全国安全週間｣にふさわしい行事等を行う｡

9 協力者-の依頼

主唱者は､上記8の事項を実施するため､協力者に対し､支援､協力を依頼するこ

と｡

10 実施者の実施事項

安全水準のより一層の向上を図るため､計画的､継続的な安全衛生管理の定着を目

指して､各事業場においては､次の事項を実施する｡

(1)本週間に実施する事項

ア 経営 トップは安全について所信を明らかにするとともに､自らが職場の安全パ

トロール等を行い､安全について従業員-の呼びかけを行う｡

イ 今後の安全の進め方について考える職場の集い等を催し､関係者の意志の統一､

安全意識の高揚等を図る｡

ウ 安全旗の掲揚､ポスター､標語等の掲示､安全関係資料の配布等を行う｡

エ 安全表彰を行う｡

オ 安全についての改善提案の募集及び発表を行う｡

カ 安全についての作文､写真､ポスター､標語等の募集及び発表を行う｡

キ 安全に関するビデオ､映画､スライ ド等の映写会､講演会等を開催する｡

ク 労働者の家族に対し､安全についての文書の送付､職場見学等を行い､家族の

協力を求める｡

ケ 緊急時の措置について必要な訓練を行う｡

コ その他本週間にふさわしい行事を行う｡

(2)準備期間中に実施する事項

以下の事項について日常の安全活動の総点検を行い､安全活動の定着と安全水準

の向上を図ること｡

ア 安全管理体制の確立と安全管理活動の活性化

(ア)リスクアセスメントの推進

｢危険性又は有害性等の調査等に関する指針｣､｢化学物質等の危険性又は有害



性等の調査等に関する指針｣､｢機械の包括的な安全基準に関する指針｣に基

づくリスクアセスメントとその結果に基づく安全対策の実施

a 経営 トップによる統括管理､安全委員会の活用等を通じた労働者の参画等

による実施体制の確立

b 危険性又は有害性の特定､負傷等の重篤度及び頻度を考慮したリスクの見

積もりの実施

C リスク低減措置の検討及び実施

(イ)労働安全衛生マネジメントシステムの確立をはじめとした自主的な安全管理

活動の促進

a 経営 トップの安全に対する基本方針の明確化及びこれに基づく目標の設定

b ｢危険性又は有害性等の調査等に関する指針｣等に基づくリスクアセスメ

ントとその結果に基づく安全対策の実施 (再掲)

C 事業活動と一体となった安全管理計画の作成及びその実施､評価､改善

d 安全管理担当部門の職務､管理 ･監督者の安全に関する責任と権限を明確

にした実効ある安全管理の規定の整備とその運用

e システム監査の実施及びこれに基づくシステムの見直し

(ウ)安全に係る知識や労働災害防止のノウハウの着実な継承

(ェ)総括安全衛生管理者､安全管理者又は安全衛生推進者の選任､安全委員会の

設置等安全管理体制の整備並びにその活動の活性化

(オ)労働安全コンサルタント等の外部の専門家を活用した安全診断の実施

(カ)建設業における安全管理活動の定着

a 元方事業者､関係請負人が一体となって安全管理を推進する体制の確立

b 店社安全衛生管理者等による現場に対する指導､援助体制の確立

C 足場先行工法､手すり先行工法の活用等による墜落災害防止対策の徹底

d 土止め先行工法の活用等による土砂崩壊災害防止対策の徹底

e 建設機械貸与者等との連携の促進

f 建設工事に従事する労働者に対する教育等の安全衛生教育の実施の促進

g 危険再認識教育の実施の促進

h
l
安全施工サイクル活動の実施の促進

(キ)製造業における安全管理活動の定着

a 構内下請事業場に対する連絡調整の実施等混在作業による労働

災害防止を図るための安全管理の推進

b ｢機械の包括的な安全基準に関する指針｣に基づ くリスクアセス

メン トとその結果に基づ く安全対策の実施 (再掲)

C 定期 (特定) 自主検査､機械設備のライフサイクル と整合 した

計画的な点検整備の実施

d 危険業務発注時における危険情報の確実な伝達 ･提供

e 構外系列事業場における安全活動の活性化のための指導､援助

の実施

イ 安全作業マニュアルの整備､定期的な見直し

(ア)機械設備の運転操作､運搬等の定常作業に係る安全作業マニュアルの整備

(イ)修理､点検､ トラブル処理等の非定常作業に係る安全作業マニュアルの整備

(ウ)機械化､自動化､新原材料の導入等に伴う作業マニュアルの整備

(ェ)産業用ロボット､自動搬送機械設備等の作業マニュアルの整備

(オ)建設機械､クレーン等の安全な作業計画の確立



(カ)作業マニュアルの定期的な見直し及びその徹底のための教育訓練の実施

り 職業生活全般を通じた各段階における安全教育の実施

(ア)安全教育計画の樹立と効果的な安全教育の実施

(イ)危険体感教育の実施

(ウ)事業場における安全教育担当者の養成

(ェ)安全管理者等に対する能力向上教育の実施

(オ)危険業務従事者等に対する安全教育の実施

(カ)就業制限業務､作業主任者を選任すべき業務における有資格者の充足

工 作業者の安全意識の高揚

(ア)災害事例の分析､具体的な災害防止対策の樹立及びその周知徹底

(イ)危険予知活動の導入及び安全改善提案制度､安全当番制度等の活用

(ウ)安全委員会等を通じた職場の安全問題-の参画の促進

(ェ) ｢安全の目｣等の設定

(オ)安全についてのポスター､標語等の募集 ･掲示

物)作業を直接指揮する優良な職長等の顕彰等の実施

(キ)家庭に対する安全の協力の呼びかけの実施

オ 労使による自主的な安全活動の充実

力 爆発 ･火災災害防止対策の推進

(ア) ｢化学物質等の危険性又は有害性等の調査等に関する指針｣に基づくリスクア

セスメントとその結果に基づく安全対策の実施 (再掲)

(イ)化学設備の定期自主検査の計画的な実施

(ウ)化学設備の改造､修理等の作業の注文者による文書等の交付等､工事発注者と

施工工事業者との連携等の実施

(ェ)化学物質等安全データシー ト(MSDS)等による化学物質等の危険有害性等

に関する情報の提供及び活用の促進

キ 交通労働災害防止活動の推進

(ア)管理体制の確立

(イ)適正な労働時間等の管理及び走行管理

(ウ)交通労働災害防止担当管理者､運転者等に対する教育の実施

(ェ)交通労働災害防止に対する意識の高揚等

ク 高年齢労働者の安全対策の推進

(ア)若年労働者と高年齢労働者が混在して同じ作業に従事することを前提とした

対策の実施

(イ)機械設備等作業環境の改善

(ウ)作業方法､作業配置等の改善

(ェ)作業手順の確立及び適切な作業指揮の実施並びに安全教育の実施

ケ 派遣労働者の安全対策の推進

(ア)派遣先における派遣労働者の安全確保措置の実施

(イ)派遣元における派遣労働者の安全確保措置の実施

コ 労働時間等労働条件の適正化の推進

サ 快適な職場環境の形成の推進


